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ア 委員会意見の取りまとめについて 

 

（ア）任意協議会に係るものとして 

 協議事項【合併関係項目】について 

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

 

 報告事項【合併関係項目】について 
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イ 平成２９年度の調査特別委員会開催スケジュールについて 

■平成 28年度開催経過 

№ 開催年月日 内       容 備  考 

１ H28.06.28 【本会議】本調査特別委員会設置。 

  ・委員会の設置、設置目的及び設置期間、委員の選任 

○設置目的： 

・行財政基盤強化策としての合併の検討に関すること 

・権能強化策としての大都市制度の活用の検討に関すること 

・中心市と周辺自治体との新たな広域連携体制の構築に関する 

こと 

○設置期間：上記３調査終了まで 

○委員選任：８名 

【調査特別委員会】 

○正副委員長の互選 

○今後の進め方について 

 

２ H28.08.17 【議題】 

（１）報告事項 

〇企画部 企画政策課 広域政策担当、総務部 財政課から 

次の事項について説明 

・中心市のあり方に関する協議について 

・人口減少等の市財政への影響について 

・広報、市民周知の実施状況 

・南足柄市の財政計画について 

（２）協議事項 

・今後のスケジュール（案）について 

 

（１） H28.09.12 【調査特別委員会・勉強会（意見交換会）】 

・企画部企画政策課広域政策担当と本調査特別委員との間で２市協議

会のあり方、本調査特別委員会のあり方、進め方等について意見 

交換を行い、意識統一を図る。 

非公式 

３ H28.10.05 【議題】 

（１）報告事項 

ア （仮称）県西地域の中心市のあり方に関する２市協議会に 

ついて 

   （ア）（仮称）県西地域の中心市のあり方に関する２市協議会   

第１回会議の協議項目について 

   （イ）今後の２市協議会スケジュールについて 

（２）協議事項 

ア 調査事項の検討・協議 

イ 委員会意見の取りまとめについて 
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№ 開催年月日 内       容 備  考 

４ H28.11.04 【議題】 

（１）報告事項 

  ア 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会 

第１回会議の協議内容について 

イ 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会 

第２回会議の協議項目について 

（２）協議事項 

  ア 調査事項の検討・協議 

  イ 委員会意見の取りまとめについて 

  ウ 議会主催の講演会・意見交換会について 

  エ 次回開催について 

 

５ H28.12.06 【議題】 

（１）報告事項 

  ア 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に関する任意協議会 

第２回会議の協議内容について 

イ 南足柄市議会 県西地域の中心市のあり方に関する調査特別

委員会の状況について 

ウ 議会主催の講演会・意見交換会開催に係る議会広報広聴常任

委員会での協議結果について 

（２）協議事項 

ア 議会主催の講演会・意見交換会での県西地域の中心市の  

あり方に関する調査特別委員会の役割について 

イ 次回以降の開催について 

 

６ H29.01.11 【議題】 

（１）報告事項 

  ア 前回（平成２８年１２月６日開催）の調査特別委員会の概要

について 

イ 任意協議会 第３回会議の内容について 

ウ その他 

（ア）新市まちづくり計画について 

（２）協議事項 

ア 任意協議会 小委員会の構成について 

イ 委員会意見の取りまとめについて 

ウ 議会シンポジウムについて 

（ア）当日の進め方、会場レイアウト 

（イ）アンケート内容 
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№ 開催年月日 内       容 備  考 

７ H29.02.04 【議題】 

（１）調査事項 

  ア 小田原市・南足柄市「中心市のあり方」について 

   （ア）専門的知見による調査報告 

      件 名：小田原市・南足柄市「中心市のあり方」に   

ついて 

      報告者：東京都国立市中２丁目１番地 

          国立大学法人 一橋大学 副学長 

  辻  琢 也 

 

８ H29.02.07 【議題】 

（１）報告事項 

  ア 任意協議会 第３回会議の協議内容について 

イ 任意協議会 第４回会議の内容について 

（２）協議事項 

ア 委員会意見の取りまとめについて 

イ 議会議員の定数及び在任等に関する小委員会について 

ウ 次回以降の開催について 

 

９ H29.03.16 【議題】 

（１）報告事項 

  ア 任意協議会 第４回会議の協議内容について 

  イ 議会議員の定数及び在任等に関する小委員会 第１回会議

の協議内容について 

  ウ 都市内分権に関する小委員会 第１回会議の協議内容に 

ついて 

  エ 前々回（平成２９年２月４日開催）の調査特別委員会（市議

会シンポジウム）におけるアンケート結果概要について 

オ 任意協議会 第５回会議の内容について 

カ 議会議員の定数及び在任等に関する小委員会 第２回会議

の内容について 

キ 都市内分権に関する小委員会 第２回会議の内容について 

（２）協議事項 

  ア 委員会意見の取りまとめについて 

  （ア）任意協議会に係るもの 

  （イ）議会議員の定数及び在任等に関する小委員会に係るもの 

イ 県西地域の中心市のあり方に関する調査について 

  （ア）権能強化策としての大都市制度の活用（中核市移行）に  

ついて 

（イ）中心市と周辺自治体との新たな広域連携体制について 
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■平成２９年度　調査特別委員会開催スケジュール（案）

重要項目（Aランク） 事務事業調整（B,Cランク） 新市まちづくり計画

第1週

第2週

●4月11日
【報告事項】
　・前回（3月16日）の調査特別委員会概要
　・任意協議会第5回会議の協議内容
　・任意協議会第6回会議の内容
【協議事項】
　・委員会意見の取りまとめ
　・平成29年度調査特別委員会開催スケジュール
　・県西地域の中心市のあり方に関する調査

第3週

第4週

●第6回　4月25日（南足柄）
【協議事項】
・平成28年度決算

【協議事項】
・財産の取扱い
・特別職職員（議員を除く）の身分
の取扱い③
・補助金、交付金等②
・一部事務組合等
・慣行
・行政連絡機構
・電算システム

【報告事項】
・その他の事務事業（B,C)③

第1週

●5月1日（案）
【報告事項】
　・前回（4月11日）の調査特別委員会概要
　・任意協議会第6回会議の協議内容
　・任意協議会第7回会議の内容
【協議事項】
　・委員会意見の取りまとめ
　・県西地域の中心市のあり方に関する調査

第2週

第3週

第4週
○

第5週

●第7回　5月30日
【報告事項】
・市民アンケート結果

【協議事項】
・議会議員の定数及び在任等
・一般職の身分②
・条例、規則等
・事務組織及び機構
・町名、字名
・都市内分権
・市の名称

【報告事項】
・その他事務事業（B,C)④

【協議事項】
・新市まちづくり計画（素案）
　（懇話会概要報告を含む）

第１週

第2週

第3週

第4週

●6月下旬
【報告事項】
　・前回（5月1日）の調査特別委員会概要
　・任意協議会第6回会議の協議内容
　・任意協議会第7回会議の内容
【協議事項】
　・委員会意見の取りまとめ
　・県西地域の中心市のあり方に関する調査

第5週

第１週

●第8回　7月上旬
【協議事項】
・市民周知用パンフレット（案）

【協議事項】
・新市まちづくり計画（素案修正
案）

第2週

第3週

第4週

●7月下旬
【報告事項】
　・前回（　月　日）の調査特別委員会概要
　・任意協議会第7回会議の協議内容
　・任意協議会第8回会議の内容
【協議事項】
　・委員会意見の取りまとめ
　・県西地域の中心市のあり方に関する調査

第5週

第1週

●第9回　8月上旬
【協議事項】
・法定協議会について
・平成29年度決算

【協議事項】
・新市まちづくり計画（素案）

第2週

第3週

第4週

第5週

第1週

第2週

第3週

第4週

●9月下旬
【協議事項】
　・委員長報告

任意協議会調査特別委員会

4月

6月

5月

9月

8月

7月
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中核市関係事項 広域連携関係事項
議会議員の定数及び在任等に関
する小委員会

都市内分権に関する小委員会

●第2回　4月14日
【議題】
・定数について
・報酬について
・定数及び在任の特例にの適用に
ついて
・協議会への報告（素案）

●第2回　4月12日
【議題】
・法制度上の仕組みの効果と課題
について

●総　　　務 常任委員会　4月17日
●厚生文教 常任委員会　4月19日
●建設経済 常任委員会　4月20日

※南足柄市調査特別
委員会４月１９日開催

●第3回　4月24日
【議題】
・既存の仕組みの効果と課題につ
いて

●第３回　５月中旬
【議題】
・協議会への報告（案）について

●第4回　5月上中旬
【議案】
・最も望ましいと考えられる仕組み
について
・協議会への報告（案）について

●臨時会　5月23日

【協議事項】
・中核市への移行時期
・中核市移行基本計画（案）

【協議事項】
・県西地域における広域連携のあ
り方

●6月定例会　6月1日～6月20日

●総　　　務 常任委員会　6月7日
●厚生文教 常任委員会　6月8日
●建設経済 常任委員会　6月9日

●本会議　6月14日、15日、16日

●本会議　6月19日、20日

●9月定例会

議会日程
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ウ 県西地域の中心市のあり方に関する調査について 

（ア）権能強化策としての大都市制度の活用（中核市移行）について 

■施行時特例市の変遷                  （総務省ホームページより） 

特例市移行 

年月日 
都道府県名 

市名 

県庁所在地 

人口（人） 

指定時における 

国勢調査に基づく 

中核市移行 

年月日 

人口（人） 

平成 28年 1月 1日 

住民基本台帳人口 

その他 

H12.11.01 

北海道 函館市 ２９８，８８１ H17.10.01 ２６８，６１７  

岩手県 盛岡市 ２８６，４７８ H20.04.01 ２９４，１０６  

神奈川県 小田原市 ２００，１０３  １９４，５０２  

（南足柄市）   ４３，７６２  

神奈川県 大和市 ２０３，９３３  ２３４，６７２  

福井県 福井市 ２５５，６０４  ２６６，５５３ H31.04.01移行予定 

山梨県 甲府市 ２０１，１２４  １９２，５５９ H31.04.01移行予定 

長野県 松本市 ２０５，５２３  ２４１，７９６ H32.04.01移行予定 

静岡県 沼津市 ２１２，２４１  ２００，７０４  

三重県 四日市市 ２８５，７７９  ３１２，４５７  

広島県 呉市 ２０９，４８５ H28.04.01 ２３２，９２５  

H13.04.01 

青森県 八戸市 ２４２，６５４ H29.01.01 ２３５，８７８  

山形県 山形市 ２５４，４８８  ２４９，７７８ H31.04.01移行予定 

茨城県 水戸市 ２４６，３４７  ２７３，０４７ H32.04移行予定 

群馬県 前橋市 ２８４，７８８ H21.04.01 ３３９，３６６  

群馬県 高崎市 ２３８，１３３ H23.04.01 ３７５，４９１  

埼玉県 川口市 ４４８，８５４  ５９２，６８４ H30.04.01移行予定 

神奈川県 平塚市 ２５３，８２２  ２５７，５０６  

静岡県 清水市 ２４０，１７４   静岡市との合併により消滅 

静岡県 富士市 ２２９，１８７  ２５６，７３１  

愛知県 春日井市 ２７７，５８９  ３１１，３２７  

滋賀県 大津市 ２７６，３３２ H21.04.01 ３４２，４３４  

大阪府 豊中市 ３９８，９０８ H24.04.01 ４０３，０３０  

大阪府 吹田市 ３４２，７６０  ３６７，０６８ H32 年度移行予定 

大阪府 枚方市 ４００，１４４ H26.04.01 ４０６，１３３  

大阪府 茨木市 ２５８，４４３  ２７９，３９５  

大阪府 八尾市 ２７６，６６４  ２６８，９６５ H30.04.01移行予定 

大阪府 寝屋川市 ２５８，４４３  ２３９，１０８ H31.04移行予定 

兵庫県 尼崎市 ４８８，５８６ H21.04.01 ４６３，９４０  

福岡県 久留米市 ２３４，４３３ H20.04.01 ３０６，７００  

長崎県 佐世保市 ２４４，９０９ H28.04.01 ２５８，４６６  

H14.04.01 

埼玉県 所沢市 ３３０，１５２  ３４３，３９０  

神奈川県 厚木市 ２１７，３６６  ２２５，５０３  

愛知県 一宮市 ２７３，７１１  ３８６，３４３ 移行検討中 
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■施行時特例市の変遷（前ページ続き） 

特例市移行 

年月日 
都道府県名 

市名 

県庁所在地 

人口（人） 

指定時における 

国勢調査に基づく 

中核市移行 

年月日 

人口（人） 

平成 28年 1月 1日 

住民基本台帳人口 

その他 

H14.04.01 

大阪府 岸和田市 ２００，１０４  １９９，２１４ 財政状況見通しの悪化が

見込まれること等により、

新たな権限を活かした 

安定的な行政サービスの

提供ができないと判断 

兵庫県 明石市 ２９３，１１７  ２９８，０５９ H30.04.01移行予定 

兵庫県 加古川市 ２６６，１７０  ２６９，５５５  

山口県 下関市 ２５２，３８９ 

３０１，０９７ 

 

H17.10.01 

 

２７２，３６０ 

H17.02.13合併 

H17.02.13特例市再指定 

H15.04.01 

埼玉県 越谷市 ３０８，３０７ H27.04.01 ３３６，５６８  

神奈川県 茅ヶ崎市 ２２０，８０９  ２４１，２６４  

兵庫県 宝塚市 ２１３，０３７  ２３３，９６２  

H16.04.01 埼玉県 草加市 ２２５，０１８  ２４５，８７８  

H17.10.01 鳥取県 鳥取市 ２００，７４４  １９１，９６９ H30.04.01移行予定 

H19.04.01 

茨城県 つくば市 ２００，５２８  ２２３，７５５  

群馬県 伊勢崎市 ２０２，４４７  ２１１，８０３  

群馬県 太田市 ２１３，２９９  ２２２，８９７  

新潟県 長岡市 ２８３，２２４  ２７６，７７６  

新潟県 上越市 ２０８，０８２  １９８，３５６ 移行した場合の財政負担

が大きく、専門職の確保も

困難等の理由から見送る 

H20.04.01 埼玉県 春日部市 ２３８，５０６  ２３６，９７５  

H21.04.01 埼玉県 熊谷市 ２０４，６７５  ２００，７００  

H24.04.01 島根県 松江市 ２０８，６１３  ２０４，９５２ H30.04.01移行予定 

H26.04.01 佐賀県 佐賀市 ２３７，５０６  ２３５，５２３  

＜特例市制度について＞ 

■概 要 中核市が処理することができる事務のうち、都道府県がその区域にわたり一体的に

処理することが、特例市が処理することに比べて効率的な事務を除き、特例市に  

対して移譲するもの。 

■要 件 人口 20万人以上 

■その他 ・特例市制度は、平成 12年 4月 1日から施行、平成 27年 4月 1日廃止。 

     ・特例市制度廃止の際、現に特例市である市（施行時特例市）は特例市としての   

事務を引き続き処理する。 

     ・施行時特例市は、平成 32年 3月 31日まで人口 20万人未満であっても中核市の

指定を受けることができる。 

     ・平成 29年 1月 1日現在の施行時特例市の数は、36市。 
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＜中核市制度について＞ 

   ■概 要 政令指定都市が処理することができる事務のうち、都道府県がその区域にわたり 

一体的に処理することが、中核市が処理することに比べて効率的な事務を除き、  

中核市に対して移譲するもの。 

   ■要 件 人口 20万人以上 

   ■その他 ・中核市制度は、平成 7年 4月 1日から施行。 

        ・平成 29年 1月 1日現在の中核市の数は、48市。 

 

 

○「権能強化策としての大都市制度の活用」の検討 

    ・基礎自治体を取り巻く諸環境の変化に対し地域課題を自律的に解決するためには、広範な

分野にわたる自己決定権を有する総合行政体となることが必須であるとの理解のもと、市

が中核市に移行した場合の事務事業の執行方針、財政負担、市民生活への影響等を調査、

研究する。 

     

■中核市移行の効果 

     【包括的なサービスの提供】 

     最も市民に身近な基礎自治体である市が市民ニーズの把握、政策立案、許認可及び  

サービス提供を包括的に実施することによる即応性の向上のほか、窓口の一本化に 

よる市民の利便性の向上が図れる。 

   【事務の効率化】 

     県と市が個別に実施している関連事務の一元化や経由事務の減少等により処理期間の

短縮等、事務処理の効率が向上する。 

   【独自性を発揮した特色あるまちづくりの推進】 

     多くの許認可権を効果的に活用し、特色あるサービス提供やまちづくりの推進が可能

になる。 

   【地域保健衛生行政の充実・強化】 

     市保健所の設置により、広範かつ専門性の高い事務を新たに実施することになるほか、

保健所事務と保健センター事務の一元化など市民生活に密接に関わる保健衛生行政が

充実・強化される。 
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（イ）中心市と周辺自治体との新たな広域連携体制について 

      ○「中心市と周辺自治体との新たな広域連携体制」の検討 

       ・行政の区域を越えた共通課題への対応には広域連携が有効であるとの認識のもと、今後、  

一層厳しさを増す県西地域自治体の実情及び将来見通しに対し、合併や中核市移行等により

強化された中心市と周辺自治体との相互にメリットがあり、持続性の担保を可能にする新た

な広域連携体制のあり方について調査、研究する。 

 

■県西２市８町の人口推計 

 

 

■広域連携の推進として 

 ○定住自立圏構想の推進（例） 

  ・中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な

生活機能を確保する定住自立圏構想を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。 

    

・子育て、障がい者、高齢者等福祉分野の取組 

   ・観光、産業振興分野の取組 

・地域医療、消防、防災分野の取組 

   ・地域コミュニティ分野の取組 

   ・教育、文化振興分野の取組 

   ・公共交通、都市施設整備等インフラ分野の取組  など 

2040年時

２市８町の内

2010年（H22) 2015年（速報値） 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 差の構成比 2040年

198,333 194,900 189,778 183,149 175,477 167,091 158,299 0.81 1.04 6,299 28.1% 57.5%

自治体人口ビジョン 193,914 189,468 183,660 177,630 170,870 164,598 0.85 55.3%

44,020 43,268 42,116 40,588 38,772 36,816 34,846 0.81 1.07 2,599 11.6% 12.7%

自治体人口ビジョン 43,390 42,298 41,105 39,944 38,738 37,445 0.86 12.6%

242,353 238,168 231,894 223,737 214,249 203,907 193,145 0.81 1.05 8,898 39.7% 70.2%

２市計 自治体人口ビジョン 237,304 231,766 224,765 217,574 209,608 202,043 0.85 67.9%

10,010 9,742 9,412 9,013 8,539 8,020 7,492 0.77 1.08 618 2.8% 2.7%

自治体人口ビジョン 9,779 9,519 9,218 8,862 8,480 8,110 0.83 2.7%

17,972 17,036 17,265 16,696 15,987 15,187 14,336 0.84 1.10 1,481 6.6% 5.2%

自治体人口ビジョン 17,298 16,889 16,958 16,911 16,406 15,817 0.91 5.3%

11,676 10,933 10,218 9,450 8,644 7,844 7,055 0.65 1.42 2,945 13.1% 2.6%

自治体人口ビジョン 11,208 10,732 10,491 10,238 10,109 10,000 0.89 3.4%

11,764 10,723 10,092 9,263 8,438 7,618 6,792 0.63 1.35 2,355 10.5% 2.5%

自治体人口ビジョン 11,413 11,142 10,599 10,110 9,634 9,147 0.80 3.1%

16,369 17,021 16,843 16,800 16,661 16,452 16,215 0.95 1.20 3,203 14.3% 5.9%

自治体人口ビジョン 17,229 19,176 19,246 19,311 19,375 19,418 1.13 6.5%

13,853 11,717 11,413 10,342 9,304 8,299 7,348 0.63 1.24 1,737 7.8% 2.7%

自治体人口ビジョン 12,503 11,635 10,855 10,224 9,644 9,085 0.73 3.1%

8,212 7,333 6,988 6,339 5,687 5,049 4,457 0.61 1.10 446 2.0% 1.6%

自治体人口ビジョン 7,727 7,190 6,596 6,010 5,447 4,903 0.63 1.6%

26,848 25,828 24,541 23,084 21,511 19,910 18,368 0.71 1.04 729 3.3% 6.7%

自治体人口ビジョン 25,758 24,503 23,145 21,747 20,372 19,097 0.74 6.4%

359,057 348,501 338,666 324,724 309,020 292,286 275,208 0.79 1.08 22,412 100.0% 100.0%

自治体人口ビジョン 350,219 342,552 331,873 320,987 309,075 297,620 0.85 100.0%

中井町

大井町

２市８町における

人口構成比

2040年時

自治体ビジョン
/　社人研

自治体ビジョン
－　社人研

(人）

国勢調査
上段：国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口

下段：各市町の人口ビジョン等による将来目標人口
2040/2015

松田町

山北町

小田原市

南足柄市

２市8町計

箱根町

真鶴町

湯河原町

開成町


